
（略） （略） （略） （略）
（略） （略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）
廃炉等負担金 廃炉等負担金
系統整備負担金

相当金


一般送配電事業者が、系統整備等実施事業者に払い渡

した系統整備負担金相当金（電気事業法施行規則第45

条の21の21第１項第６号に規定する系統整備負担金相

当金をいう。以下同じ。）を整理する。


（新設） （新設）

電源開発促進税 （略） 電源開発促進税 （略）
（略） （略）
電力費振替勘定
（貸方）

建設工事、発電用原子炉施設の廃炉（再処理法


第２条
第５項

に規定する廃炉をいう。）及び附帯事業のために

自家使用した電気の使用量及び使用状況に応ずる金額
を整理する。

電力費振替勘定
（貸方）

建設工事、発電用原子炉施設の廃炉（原子力発電にお


ける使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推進に関

する法律


第２条第５号

に規定する廃炉をいう。）及び附

帯事業のために自家使用した電気の使用量及び使用状
況に応ずる金額を整理する。

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

業者間精算収益」、「電気事業雑収益」及び「貸付設備
収益」に関する債権（再エネ特措法賦課金の未収分を
含む。）の貸倒損及び貸倒損引当を整理する。

雑収益」及び「貸付設備収益」に関する債権（再エネ
特措法賦課金の未収分を含む。）の貸倒損及び貸倒損引
当を整理する。

 特定系統整備準備金引当又は取崩し


（新設）

科 目 項 備 考

特定系統整備準

備金引当（又は

特定系統整備準

備引当金取崩し

（貸方）


）



特 別 損 失 


特 別 損 失

科 目 項 備 考 科 目 項 備 考

（略） （略） （略） （略） （略） （略）



法 人 税 等 


法 人 税 等

科 目 項 備 考 科 目 項 備 考

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報




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